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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第33期の自己資本利益率及び株価収益率は、当期純損失のため記載しておりません。 

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 （千円） 10,987,619 10,639,029 10,407,363 10,203,215 10,469,564 

経常利益 （千円） 829,414 755,010 295,596 516,264 637,782 

当期純損益（△は損

失） 
（千円） △602,372 417,139 86,580 259,795 283,135 

純資産額 （千円） 3,091,008 3,496,592 3,601,730 3,849,809 4,064,776 

総資産額 （千円） 5,965,301 6,548,927 5,994,188 6,324,030 7,168,029 

１株当たり純資産額 （円） 118.66 134.24 138.28 147.50 155.52 

１株当たり当期純損

益（△は損失） 
（円） △23.12 16.01 3.32 9.67 10.33 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 51.8 53.4 60.1 60.9 56.7 

自己資本利益率 （％） － 12.7 2.4 7.0 7.2 

株価収益率 （倍） － 11.9 62.3 29.9 31.3 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 274,254 21,296 167,455 1,034,930 1,201,032 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 49,959 △228,196 365,751 16,592 △36,977 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △507,598 298,079 △300,102 － △78,138 

現金及び現金同等物

の期末残高 
（千円） 266,692 333,870 566,974 1,618,497 2,704,414 

従業員数 （人） 646 640 652 651 605 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第33期の自己資本利益率及び株価収益率は、当期純損失のため記載しておりません。 

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 （千円） 10,585,463 10,257,381 10,181,079 10,052,662 10,327,243 

経常利益 （千円） 845,063 743,847 285,844 511,100 631,909 

当期純損益（△は損

失） 
（千円） △587,930 411,529 74,441 256,352 279,270 

資本金 （千円） 1,302,591 1,302,591 1,302,591 1,302,591 1,302,591 

発行済株式総数 （株） 26,051,832 26,051,832 26,051,832 26,051,832 26,051,832 

純資産額 （千円） 3,105,450 3,505,469 3,599,463 3,844,098 4,055,201 

総資産額 （千円） 5,841,142 6,465,997 5,963,446 6,303,241 6,902,698 

１株当たり純資産額 （円） 119.21 134.58 138.20 147.28 155.16 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間

配当額） 

（円） 

（円） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

3.00 

(－) 

4.00 

(－) 

１株当たり当期純損

益（△は損失） 
（円） △22.57 15.80 2.86 9.54 10.18 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 53.2 54.2 60.4 61.0 58.7 

自己資本利益率 （％） － 12.4 2.1 6.9 7.1 

株価収益率 （倍） － 12.0 72.4 30.3 31.7 

配当性向 （％） － － － 31.4 39.3 

従業員数 （人） 554 601 649 647 602 



２【沿革】 

（注） 平成18年４月１日付をもって、札幌営業所、名古屋営業所、大阪支店、九州営業所をそれぞれ北海道支店、東

海支店、関西支店、九州支店に名称変更しました。 

年月 概要 

昭和44年６月 受託穿孔業務を目的として、東京都板橋区大山金井町30番地に、資本金250万円で株式会社東京

ソフトウェアサービスを設立 

昭和45年２月 ソフトウェア受託開発業務に進出、官庁業務を中心に受注 

 本店を東京都中央区に移転 

昭和45年４月 ジャパンシステムサービス株式会社に商号変更 

昭和47年５月 制御システム分野に進出 

 ミニコンピュータを導入し、ユーザー支援センターを設置 

昭和47年８月 人工衛星軌道制御システムの開発を受注、科学計算分野に進出 

昭和50年５月 銀行オンライン化等の大型システムを受注、汎用機分野に進出 

昭和53年６月 ジャパンシステム株式会社に商号を変更 

昭和54年３月 本店を東京都豊島区（サンシャインシティ60）に移転 

 サンシャイン事業センターを開設 

昭和54年11月 九州営業所 開設 

昭和55年11月 大阪営業所 開設 

昭和58年２月 パッケージソフトウェアの独自開発、販売を開始 

 （地方自治体向け財務会計システム「ＦＡＳＴ」、土木構造設計支援システム「ＩＳＤＳ」、病

院用の細菌検査システム「ＢＡＣＣＡＳ」等） 

昭和60年９月 本社事務所を東京都新宿区（新宿センタービル）に移転、以下昭和60年度中に札幌、名古屋等に

営業所・事業センターを開設し、全国展開を図る 

昭和60年11月 パブリックコンピューター開発株式会社（資本金400万円）を吸収合併 

昭和61年５月 ＬＡＮ、ＶＡＮなどニューメディアシステムの設計・生産に進出 

昭和63年10月 当社株式を東京店頭市場に公開 

昭和63年12月 通商産業大臣認定 システムインテグレータ資格取得 

平成４年２月 エレクトロニック・データ・システムズ・コーポレーション（ＥＤＳ）当社に資本参加 

平成５年７月 本店を東京都目黒区に移転 

平成５年10月 エレクトロニック・データ・システムズ・コーポレーション（ＥＤＳ）株式公開買い付け（ＴＯ

Ｂ）により当社株式を51.0％保有、親会社となる 

平成６年７月 本店を東京都世田谷区に移転 

 エレクトロニック・データ・システムズ・コーポレーション（ＥＤＳ）第三者割当増資により当

社株式を53.6％保有 

平成８年７月 大阪営業所を大阪支店に名称変更 

平成12年３月 産業システム事業部 ＩＳＯ9001の認証取得 

平成13年３月 自治体システム事業部、大阪支店 ＩＳＯ9001の認証取得 

平成13年４月 子会社、ジェイ・エス・エンジニアリング株式会社（資本金3,000万円）を設立 

平成13年12月 本社ビル ＩＳＯ14001の認証取得 

平成14年３月 全社の開発部門 ＩＳＯ9001の認証取得 

平成14年６月 東京イーストサイドオフィス 開設 

平成14年12月 東京イーストサイドオフィス ＩＳＯ14001の認証取得 

平成15年４月 名古屋営業所、九州営業所がそれぞれ同区内に移転  

  平成15年12月   エリア事業部 ＩＳＯ14001の認証取得  

  平成16年11月   第一システム事業部東京事業所、大阪支店、その他関連部署 ＩＳＭＳ認証基準（Ｖｅｒ.2.0）

取得  

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 

 平成17年４月  大阪支店が同区内に移転 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、アメリカ合衆国テキサス州に本社を置く、エレクトロニック・データ・

システムズ・コーポレーション（ＥＤＳ）を親会社として、日本国内において当社、子会社１社で構成し、アプリケ

ーションソフトウェア及びパッケージソフトウェアの開発、製造、販売並びにコンピュータ機器等の販売などの営業

品目を提供する情報サービス事業を展開しております。 

 なお、事業の種類別セグメントは情報サービス単一でありますので、営業品目別に表示しております。 

（営業品目の内容） 

(1）アプリケーションソフトウェア開発 

 アプリケーションソフトウェア開発は、主に官公庁、金融業及び通信、製造業などの業務分野向けソフトウェア

の開発を主として行っております。 

(2）パッケージソフトウェア開発 

 パッケージソフトウェア開発は、主に自治体を中心とする行政運営支援サービスのソフトウェアの開発を主とし

て行っております。 

(3）コンピュータ機器等販売 

 コンピュータ機器等販売は、主に自治体及び一般企業を取引先として、コンピュータ機器とその周辺機器やネッ

トワーク機器を中心としたハードウェアの販売を行っております。 

 なお、事業系統図によって示すと下記のようになります。 

子会社一覧表 

事業系統図 

会社名 出資比率（％） 主な業務内容 

ジェイ・エス・エンジニアリング株式会社 

（ＪＳＥ） 
100.0 ソフトウェアの製造及び運用管理 



４【関係会社の状況】 

(1）親会社 

(2）連結子会社 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

(2）提出会社の状況 

 （注） 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は、結成されておりません。 

名称 住所 
資本金 
（ＵＳ＄）

主要な事業内容 
議決権の被所
有割合（％） 

関係内容 

エレクトロニック・デ

ータ・システムズ・コ

ーポレーション 

米国テキサス州

プレイノ市 

千 

5,319 

コンピュータ及び

通信技術に関する

情報、サービスの

提供 

53.8 役員の兼任あり。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業内容 
議決権の所有
割合（％） 

関係内容 

ジェイ・エス・エンジ

ニアリング㈱ 
東京都世田谷区 30,000 

ソフトウェアの製

造及び運用管理 
100.0 

当社ソフトウェア開発

を外注委託している。 

役員の兼任１名、従業

員の役員就任３名 

  平成18年３月31日現在

事業の種類 従業員数（人） 

 情報サービス 605 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

602 34.1 10.7 5,386,968 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の上昇等、不安定な要素が残るものの、企業収益の改善によ

り、設備投資の拡大や雇用・所得環境の改善に支えられ個人消費の増加等も見られ、景気は概ね回復基調で推移い

たしました。 

 情報サービス産業界におきましては、金融業界・通信業界を中心とした旺盛な情報システムへの投資需要がみら

れた反面、ソフトウェア開発価格の下値での据置きや、その急速な需要拡大を支える技術者の圧倒的な不足、又、

システムの安全な供給のための情報セキュリティ投資の増大など、収益環境では厳しい局面が続き、予断を許さな

い状況で推移いたしました。 

 このような環境の中で、当社グループは、『２１世紀を栄え続けるために』マーケットの変化を先取りし、自ら

迅速に、且つダイナミックに変化していける企業であり続けるため、以下の施策に取り組んでまいりました。 

① 業務における優越性 

  安定した高い品質・技術を確保し、差別化の推進のため「品質マネジメントシステム」の運営強化に努め、

付加価値の高いサービスの提供を図ってまいりました。 

② お客さまとの信頼性 

  お客さまとの信頼関係を高め、安心してシステム構築を任せられる企業を目指し「情報セキュリティマネジ

メントシステム」の運営強化を図ってまいりました。 

③ 製品・技術の優位性 

  自社製品「行政運営支援サービス（ＦＡＳＴ－Ｗｅｂ版）」の品質強化、製品ラインナップの充実を図り、

この分野のマーケット拡大に努めてまいりました。 

 以上のような取り組みの結果、当連結会計年度の売上高は10,469百万円（前年同期比2.6％増）、経常利益は637

百万円（前年同期比23.5％増）となりました。又、当期純利益は283百万円（前年同期比9.0％増）となりました。

 サービス品目別の業績は次のとおりです。 

 ① アプリケーションソフトウェア開発 

当連結会計年度におきましては、市場の需要拡大傾向にも係らずソフトウェア技術者の調達遅れが影響

し、売上高は6,626百万円（前年同期比8.3％減）にとどまりました。 

 ② パッケージソフトウェア開発 

当連結会計年度におきましては、製品の品質が安定し、自治体の合併商談も受注を促進し、売上高は

1,421百万円（前年同期比42.4％増）となりました。 

 ③ コンピュータ機器等販売 

当連結会計年度におきましては、パッケージソフトウェアの売上の伸びに比例したＳＩ（システムインテ

グレーション）売上効果もあり、売上高は2,421百万円（前年同期比22.5％増）となりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純利益が503百万

円と前期より41百万円増加し、また、売上債権の回収、仕入債務及び減損損失の増加等の要因により前連結会計年

度末に比べ1,085百万円の大幅な増加になりました。その結果、当連結会計年度末の資金残高は2,704百万円（前年

同期比67.1％増）となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は1,201百万円（前年同期比16.0％増）となりました。これは主に税金等調整前

当期純利益503百万円、売上債権の減少522百万円、仕入債務の増加309百万円、減損損失129百万円等による増加

要因とたな卸資産の増加361百万円等の減少要因があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は36百万円（前連結会計年度は得られた資金16百万円）となりました。これは主

に敷金及び保証金の返還による収入14百万円等を上回る固定資産の取得による支出36百万円、敷金及び保証金の

差し入れによる支出11百万円等があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は78百万円（前連結会計年度は獲得及び使用した資金はありません。）となりま

した。これは配当金の支払いによる支出78百万円があったことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 ソフトウェア開発分野におきましては、ソフトウェアの受注生産を行っており、コンピュータ機器等の販売分野に

おきましてはネットワーク機器等の商品の仕入、販売を行っております。 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績をサービス品目の種類別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．生産実績額は、製造原価で表示しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）外注実績 

 当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ）は、製造過程において、ソフトウェア開発の一部を外注に依存

しております。 

 当連結会計年度の外注実績をサービス品目の種類別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．外注実績額は、製造原価で表示しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）商品仕入実績 

 当連結会計年度の商品仕入実績は次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、実際仕入原価で表示しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(4）受注状況 

 当連結会計年度の受注状況をサービス品目の種類別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

アプリケーションソフトウェア開発 5,522,048 91.8 

パッケージソフトウェア開発 939,151 131.6 

合計 6,461,199 96.0 

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

アプリケーションソフトウェア開発 2,575,155 100.7 

パッケージソフトウェア開発 117,973 81.4 

合計 2,693,129 99.7 

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

コンピュータ機器等販売 2,705,917 146.9 

合計 2,705,917 146.9 

区分 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

アプリケーションソフトウェア

開発 
6,774,165 94.9 1,187,221 114.2 

パッケージソフトウェア開発 1,354,589 110.4 937,503 93.3 

コンピュータ機器等販売 2,506,918 138.1 405,449 126.7 

合計 10,635,672 104.4 2,530,175 107.0 



(5）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績をサービス品目の種類別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．最近２連結会計年度の主要な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

であります。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

アプリケーションソフトウェア開発 6,626,331 91.7 

パッケージソフトウェア開発 1,421,845 142.4 

コンピュータ機器等販売 2,421,387 122.5 

合計 10,469,564 102.6 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ 3,142,819 30.8 3,027,314 28.9 

合計 3,142,819 30.8 3,027,314 28.9 



３【対処すべき課題】 

(1）当社グループの現状の認識について 

 当社グループは、市場環境の変化を常に迅速に読み取り、お客さまのニーズ、最新の技術動向に的確に対応し、

厳しさを増す企業間競争に勝ち抜き、価格低減や生産性の向上を図り、お客さまの価値を高める様々な施策を講じ

ながらマーケットの開拓に努めております。こうした考えのもと、次世代に向けた人材の育成並びに市場ニーズに

応じたビジネスプロセスの変革に取り組みながら、継続的な成長を実現するための企業体質の確立を目指し、経営

にあたっております。 

(2）当面の対処すべき課題の内容 

 当社グループが当面の対処すべき課題としては、ＩＴ投資が意欲的に進められるこの局面で競合と伍して更に差

別化していくにあたり以下の取り組みに注力していく所存であります。 

① ＩＳＯ９００１を基盤とした一層の品質向上のための構築への取り組み  

② 安心と安全を保障するための情報セキュリティシステム構築への取り組み  

③ 最大顧客満足の獲得を目指したトータルソリューション提案への取り組み  

(3）対処方針 

 課題への取り組みを推し進めるため、親会社の日本における子会社であるイーディーエス・ジャパン・エルエル

シーとのコラボレーション効果を発揮しながら以下の取り組みを進めております。 

① 経営手法・営業のプロセス・開発における競争力、それぞれの側面に応じた「プロセス変革」を図り競争力の

強化に努めてまいります。 

② 当社のシステム開発力・システム構築力とイーディーエス・ジャパン・エルエルシーの持つアウトソーシング

ノウハウと卓越したプロダクト調達力、両社の持つ営業チャンネルを相乗的に活用した営業展開を図りながら競

合他社との差別化を進めてまいります。 

(4）具体的な取組状況等 

① 営業基盤の強化 

 ・ 業種別営業施策の展開 

 ・ 注力分野の設定と戦略製品の設定 

 ・ グループ総合力での顧客訴求力の強化 

② サービスカテゴリィの強化 

 ・ 技術分野、業種分野の特化施策の強化 

 ・ サービスデリバリーモデルの構築 

③ 事業基盤の強化 

 ・ コンプライアンス・セキュリティ施策の強化 

 ・ 財務体質の強化 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成18年６月30日）現在において当社グループ

が判断したものであります。 

(1）財政状態及び経営成績 

 当社グループのソフトウェアの開発業務は、お客さまからの信頼を得られるよう、品質重視の商品開発を行って

おりますが、開発期間や仕様等の変更などの様々な要因により開発プロジェクトの開発コスト及び開発期間の延長

に伴い当社グループの経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(2）特定の取引先等で取引の継続性が不安定であるものへの高い依存度について 

 当社グループの主要顧客である、ＮＴＴグループ等とは長期契約を締結しておりません。今後も当該取引先との

安定的な取引が確保できるように努めてまいりますが、ＮＴＴグループ等の経営状況や取引方針の変更によって

は、当社グループとの取引が減少する可能性があります。 

(3）特定の製品、技術等で将来性が不明確であるものへの高い依存度について 

 当社グループが展開しております情報サービス事業は、新技術を使用したパソコン、サーバーやソフトウェア開

発に関する新技術など常に進化しており、将来の製品や技術に対し不確定な要素があります。 

(4）個人情報保護について 

 個人情報の取扱において、社内規程に基づき毎年、個人情報保護の研修を行っておりますが、コンピュータシス

テムのトラブルによる情報流出や犯罪行為などによる情報漏洩が発生する可能性があり、その場合、お客さまから

の社会的信用を失うなど、当社グループの業績に大きな影響を与える可能性があります。 

(5）会社と役員又は議決権の過半数を実質的に所有している株主との間の重要な取引関係等について 

 親会社の日本における子会社であるイーディーエス・ジャパン・エルエルシーからソフトウェアの開発業務を請

負っております。なお、これらの業務は一般的な取引内容であり、特定の利益になるような取引は行っておりませ

ん。又、当社の親会社でありますエレクトロニック・データ・システムズ・コーポレーションは、当社発行済株式

議決権総数の53.8％を保有しており、当社はＥＤＳグループから７名の取締役を受け入れております。 

 このような影響力を背景に、当社の親会社でありますエレクトロニック・データ・システムズ・コーポレーショ

ンは自らの利益にとって最善であるが、その他の株主の利益とはならないかもしれない行動をとる可能性がありま

す。 

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成18年６月30日）現在において当社グループが判断

したものであります。 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。連結財務諸表及び財務諸表の作成については、決算日現在における資産及び負債の数値報告並びに報告

期間の収入及び費用の数値報告に影響を与える見積り及び評価を継続して行っております。 

 なお、実際の結果は見積り特有の不確実性があることから、これらの見積りと異なる場合があります。 

(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

 当社グループの当連結会計年度の経営成績は、ソフトウェア開発価格の低迷や急速な需要拡大に伴う技術者不

足、開発環境におけるセキュリティ投資など厳しい経営環境のなか、競合他社との差別化を図り、マーケットの信

頼をより強固なものとし、事業の成長を進める施策として、①安定した品質確保のため「品質マネージメントシス

テム」の強化、②安全なセキュリティ環境の維持を目指した「情報セキュリティマネージメントシステム」の強

化、③自社製品「行政運営支援サービス（ＦＡＳＴ－Ｗｅｂ版）」の品質強化と製品ラインナップの充実に努めて

まいりました。 

 その結果、当連結会計年度の売上高は10,469百万円（前年同期比2.6％増）、経常利益は637百万円（前年同期比

23.5％増）となりました。又、当期純利益は283百万円（前年同期比9.0％増）となりました。 

 なお、サービス品目別の業績は、第２[事業の状況]１[業績等の概要]（１）業績をご参照ください。 

(3）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 当社グループを取り巻く事業環境は非常に競争が厳しく、新規顧客への営業展開及び価格低減・生産性向上の要

求などに応えていかなければ、軒並み業績の低下を招き、業績に影響を与える要因ともなり、特にＮＴＴグループ

との取引は当社グループの経営のベースであり重要不可欠なものであります。 

(4）経営戦略の現状と見通し 

 当社グループといたしましては、上記の状況を踏まえて、厳しさを増す受注競争を勝ち抜き、持続的な利益創

出・拡大に向けて親会社の日本における子会社であるイーディーエス・ジャパン・エルエルシーとのコラボレーシ

ョンを図りながら、「事業基盤の強化」、「収益性の拡大」、「成長性の確保」へ向けて取り組んでまいります。

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度より166百万円多い1,201

百万円の資金を得ております。これは税金等調整前当期純利益503百万円確保したことに加えて、主な収入として

は売上債権の回収による522百万円、仕入債務の増加による309百万円、また、減損損失の増加による129百万円等

がありましたが、支出としてたな卸資産の増加による361百万円等があったことによるものであります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度より53百万円減少し36百万円の資金を使用したことに

よるものであります。主な収入としては敷金及び保証金の返還による収入14百万円等を上回る固定資産の取得によ

る支出として36百万円、敷金及び保証金の差し入れによる支出として11百万円等があったことによるものでありま

す。 

 財務活動によるキャッシュ・フローでは、当連結会計年度で使用した資金は78百万円であります。これは配当金

の支払による支出として78百万円があったことによるものであります。 

 なお、当連結会計年度末における現金及び現金同等物期末残高では前連結会計年度末より1,085百万円多い2,704

百万円の資金残高となりました。 



(6）経営者の問題認識と今後の方針について 

 当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めてお

ります。ここ数年の情報サービス産業におけるビジネス環境の変化に鑑みますと、当社グループを取り巻く事業環

境は、さらに厳しさを増すことが予想されますが、常にお客さまを第一に考え、お客さまの発展に寄与し、お客さ

まに満足していただける高い品質の製品・サービスを提供し続けることを目標としております。これによりお客さ

まの信頼を得ることが、着実な持続的成長が可能な基盤づくりとなり、株主の皆様の利益につながるものと確信し

ております。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度において、重要な設備投資、除却及び売却等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

 当社は、国内に本社と５ヶ所の事業所及び支店を有している他、厚生設備を設けております。 

 以上のうち、主要な設備は、以下のとおりであります。 

 （注）１．事業の種類別セグメントは、情報サービス単一であります。 

２．金額には消費税等を含めておりません。 

３．リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 建物及び構

築物 
（千円） 

工具器具及
び備品 
（千円） 

土地 
（千円） 
（面積㎡） 

合計 
（千円） 

本社 

（東京都世田谷区） 

ソフトウェアの開発設備 

販売及び管理業務の設備 
13,178 6,607 

－ 

(－) 
19,786 279 

東京イーストサイド

オフィス 

（東京都江東区） 

ソフトウェアの開発設備 

販売及び管理業務の設備 
9,689 2,006 

－ 

(－) 
11,696 183 

関西支店 

（大阪市北区） 

ソフトウェアの開発設備 

販売及び管理業務の設備 
643 541 

－ 

(－) 
1,184 65 

東海支店 

（名古屋市中区） 

ソフトウェアの開発設備 

販売及び管理業務の設備 
2,081 655 

－ 

(－) 
2,736 28 

九州支店 

（福岡市博多区） 

ソフトウェアの開発設備 

販売及び管理業務の設備 
2,320 467 

－ 

(－) 
2,788 33 

北海道支店 

（札幌市中央区） 

ソフトウェアの開発設備 

販売及び管理業務の設備 
－ － 

－ 

(－) 
－ 14 

その他 

（長野県茅野市他） 
研修、厚生設備等 － 68,800 

25,729 

(10,706) 
94,529 － 

事業所名 
（所在地） 

名称 数量 リース期間 
年間リース
料（千円） 

リース契約
残高 
（千円） 

本社 

（東京都世田谷

区） 

クライアント／サーバーシステム（所

有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 

自 平成15年６月 

至 平成19年５月 
1,609 1,877 

東京イーストサイ

ドオフィス 

（東京都江東区） 

クライアント／サーバーシステム（所

有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 

自 平成15年６月 

至 平成20年５月 
247 535 

関西支店 

（大阪市北区） 

クライアント／サーバーシステム（所

有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 

自 平成14年６月 

至 平成19年９月 
297 446 

東海支店 

（名古屋市中区） 

クライアント／サーバーシステム（所

有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 

自 平成17年８月 

至 平成22年７月 
49 321 

九州支店 

（福岡市博多区） 

クライアント／サーバーシステム（所

有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 

自 平成15年３月 

至 平成20年２月 
1,028 1,971 

北海道支店 

（札幌市中央区） 

クライアント／サーバーシステム（所

有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 

自 平成17年６月 

至 平成21年５月 
284 1,079 



(2）国内子会社 

 重要な設備はありません。 

 なお、事業の種類別セグメントは情報サービス単一であります。 

(3）在外子会社 

 該当事項はありません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 重要な設備計画の変更  

 当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しておりますが、

当連結会計年度末においては、一部生産設備の更新にとどまり、重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 平成12年６月29日開催の当社第31期定時株主総会におきまして、特別決議の承認を受け平成12年８月１日付け

にて欠損填補を目的として資本を減少いたしました。なお、その方法として、発行済株式総数及び１株の券面

金額の変更は行わず株金総額を超えて資本の額に組み入れられている3,499,006,400円を減資いたしました。 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式5,742株は「個人その他」に５単元及び「単元未満株式の状況」に742株を含めて記載しておりま

す。 

２．「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が33単元含まれております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 98,000,000 

計 98,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月30日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 26,051,832 同左  ジャスダック証券取引所 － 

計 26,051,832 同左  － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成12年８月１日 － 26,051,832 △3,499,006 1,302,591 813,463 1,883,737 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数 1,000株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） －  11 11 69 4 3 2,358 2,456 － 

所有株式数

（単元） 
－ 917 78 846 13,978 3 10,208 26,030 21,832 

所有株式数の

割合（％） 
－  3.52 0.30 3.25 53.70 0.01 39.22 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式33,000株が含まれております。 

また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数33個が含まれております。 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

エレクトロニック・データ・
システムズ・コーポレーショ
ン 

アメリカ合衆国テキサス州プレイノ市レガ
シー・ドライブ5400 

13,973 53.63 

安岡 彰一 東京都港区 824 3.16 

ジャパンシステム社員持株会 東京都世田谷区池尻２丁目31番24号 648 2.48 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 526 2.02 

日本マルチメディア株式会社 東京都港区南麻布３丁目19番５号 395 1.51 

大阪証券金融株式会社（業務
口） 

大阪府大阪市中央区北浜２丁目４番６号 212 0.81 

佐々木 雄也 京都府京都市左京区 175 0.67 

倉持 卓司 埼玉県坂戸市 156 0.59 

坂田 憲昭 北海道旭川市 125 0.47 

安岡 孝文 神奈川県横浜市緑区 124 0.47 

安岡 英理子 神奈川県横浜市緑区 124 0.47 

安岡 亜蘭 神奈川県横浜市緑区 124 0.47 

計 － 17,409 66.82

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       5,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  26,025,000 26,025 － 

単元未満株式 普通株式      21,832 － － 

発行済株式総数 26,051,832 － － 

総株主の議決権 － 26,025 － 



②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ジャパンシステム

株式会社 

東京都世田谷区池

尻二丁目31番24号 
5,000 － 5,000 0.02 

計 － 5,000  － 5,000 0.02 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 （注） 平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、会社法第165条第２項の規

定により、取締役会の決議によって同条第１項に定める市場取引等により自己の株式を取得することができ

る。」旨を定款に定めております。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社の利益配分の基本方針につきましては、株主様に対する利益還元を経営の最重要政策として位置付けており、

今後とも効率的な業務運営による収益力の向上、財務体質の強化を図り、長期的な経営基盤の安定に努めるとともに

業績に応じた成果の配分を目指してまいります。 

 内部留保資金につきましては、今後予想される企業間競争の激化に対処する競争力の維持強化及び新規事業や事業

活性化並びに財務体質の強化等に有効投資していく方針であります。 

 配当方針につきましては、事業基盤の強化及び将来の事業展開などを勘案のうえ、特別な事業投資の予定の場合を

除き、配当性向30％程度を目処といたします。 

 なお、当期の利益配当金につきましては、上記基本方針に基づき１株につき４円とさせていただきました。 

  平成18年６月29日現在

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円） 

自己株式取得に係る決議 －   － －  



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。なお、第36期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公

表のものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 548 340 305 
329 

※289 
430 

最低（円） 250 150 153 
200 

※185 
239 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 420 391 409 380 350 334 

最低（円） 300 344 333 300 280 284 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役会長  阿江 勉 昭和18年４月25日生 

平成６年４月 エヌ・ティ・ティ・データ通信

株式会社（現 株式会社エヌ・

ティ・ティ・データ）品質保証

部担当部長 

平成６年６月 当社入社 理事 

平成６年７月 常務取締役ソリューション事業

本部長 

平成８年７月 常務取締役システム事業本部長 

平成10年４月 常務取締役自治体システム事業

部兼ソリューション事業部、 

ネットワーク事業部、技術統括

部担当 

平成10年６月 専務取締役自治体システム事業

部兼官庁システム事業部、金融

システム事業部、産業システム

事業部、ネットワーク事業部、

技術統括部担当 

平成13年４月 ジェイ・エス・エンジニアリン

グ株式会社取締役 

平成13年６月 当社代表取締役社長 

平成18年４月 取締役会長（現任） 

46 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役社長

（代表取締

役） 

 営業本部長 知場 訓久 昭和32年８月24日生 

昭和61年４月 株式会社ロネス入社 マーケテ

ィングマネージャー 

平成２年４月 同社常務取締役 

平成４年４月 朋栄株式会社入社 マネージン

グディレクター 

平成５年８月 ユニデン株式会社入社 

平成５年10月 香港ユニデン社長 

平成８年１月 バーンジャパン株式会社入社 

営業部長 

平成11年３月 スターリングソフトウェアアプ

リケーションズ株式会社入社 

営業本部長 

平成12年３月 ハイペリオン株式会社入社 営

業部長 

平成13年７月 ケーブル・アンド・ワイヤレス

ＩＤＣ株式会社入社 インター

ネット事業部門ＩＰ営業部長 

平成15年２月 日本テレコム株式会社入社 日

本テレコムネットワーク情報サ

ービス株式会社取締役（出向） 

平成15年10月 日本テレコムネットワーク情報

サービス株式会社代表取締役 

平成17年４月 日本テレコム株式会社執行役員

インターネット・データ事業本

部長 

平成17年６月 イーディーエス・ジャパン・エ

ルエルシー入社 ディレクター

（現任） 

平成17年６月 当社常務取締役第二システム事

業部担当兼第三システム事業部

担当、ネットワーク推進部担

当、企画部担当 

平成18年４月 代表取締役社長兼営業本部長

（現任） 

－ 

取締役  
ケリー ジュール

ス パーセル 
昭和39年６月18日生 

昭和62年11月 伊藤忠商事株式会社シドニー支

社入社 

平成５年11月 株式会社第一勧業銀行(現 株式

会社みずほ銀行)ロンドン支店

入行 

平成８年11月 ニュージーランドテレコム社

(ＴＣＮＺ)入社 シニア イン

ベストメント マネージャー 

平成11年12月 同社セールス部門 ゼネラル 

マネージャー 

平成12年８月 同社ビジネスデベロップメント

部門 ゼネラル マネージャー 

平成14年12月 テルストラ社入社 ビジネス 

アンド ガバメント・金融部門

 ゼネラル マネージャー 

平成16年８月 イーディーエス・ジャパン・エ

ルエルシー代表取締役社長（現

任）         

平成17年６月 当社取締役（現任） 

－ 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役  吉田 建 昭和29年１月８日生 

昭和52年４月 日本アイ・ビー・エム株式会社

入社 

昭和63年７月 米国アイ・ビー・エム開発研究

所主任営業企画員 

平成２年７月 日本アイ・ビー・エム株式会社

大和研究所製品企画担当 

平成６年２月 同社経営企画部、ＮＩＩ・ディ

スプレイ事業部プログラム担当 

平成10年１月 同社サービス事業部契約渉外・

営業管理担当 

平成13年12月 株式会社ビジネス・ブレイン太

田昭和入社兼日本ハイテック株

式会社常務取締役 

平成14年６月 イーディーエス・ジャパン・エ

ルエルシー入社 ビジネス デ

ベロップメント部長 

平成15年12月 同社取締役サービス事業本部長

（現任） 

平成16年６月 当社取締役（現任） 

－ 

取締役  大原 昭夫 昭和26年８月１日生 

昭和52年４月 日本アイ・ビー・エム株式会社

入社 

平成６年１月 Ａ＆Ｉシステム株式会社出向・

転籍 営業参与 新規ＳＩ営業

部門担当 

平成８年10月 ピープルソフトジャパン株式会

社入社 営業本部ディレクター 

平成12年４月 ＰｗＣコンサルティング株式会

社入社 製造流通産業事業部 

自動車インダストリー ディレ

クター 

平成15年１月 イーディーエス・ジャパン・エ

ルエルシー入社 

平成16年２月 同社製造事業部部長 

平成17年２月 同社製造事業部部長兼金融事業

部部長 

平成17年５月 同社取締役製造事業部部長兼金

融事業部部長 

平成17年10月 同社取締役営業本部長（現任） 

平成18年６月 当社取締役（現任） 

－ 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役  島田 嗣仁 昭和37年7月12日生 

昭和61年４月 日本アイ・ビー・エム株式会社

入社 

平成４年９月 デロイト・トウシュ・トーマツ

会計事務所入所 

平成８年９月 ＫＰＭＧ会計事務所入所 

平成14年３月 ＬＶＭＨファッショングループ

 ジャパン株式会社（現 ＬＶ

Ｊグループ株式会社）入社 管

理部ディレクター 

平成16年７月 日本ストライカー株式会社入社

 財務統括部ディレクター 

平成18年４月 イーディーエス・ジャパン・エ

ルエルシー入社 財務管理本部

長（現任） 

平成18年６月 当社取締役（現任） 

－ 

取締役  
ワン シュアン リ

ャン 
昭和42年８月25日生 

平成８年５月 タイコ・エレクトロニクス入社

 財務マネージャー 

平成12年８月 オーストラリア・コンセプト・

システムズ入社 財務責任者 

平成13年１月 エレクトロニック・データ・シ

ステムズ・コーポレーション入

社（オーストラリア） 

平成15年１月 同社新規ビジネス分析及び危機

管理担当財務部長（香港） 

平成17年４月 同社中国及び韓国担当財務責任

者（香港） 

平成18年４月 同社アジア担当財務責任者（中

国）（現任） 

平成18年６月 当社取締役（現任） 

－ 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役  
デイビッド エルド

ン ワート 
昭和37年11月15日生 

昭和60年７月 エレクトロニック・データ・シ

ステムズ・コーポレーション入

社 ＧＭアカウント ＳＥ及び

プロジェクトマネージャー（米

国） 

昭和63年１月 同社ＧＭアカウント ＳＥスー

パーバイザー（米国） 

平成２年１月 同社ＧＭアカウント インフラ

担当マネージャー（米国） 

平成４年１月 同社ハイテク製造 ＳＥマネー

ジャー（米国） 

平成６年１月 同社ハイテク製造部門 事業開

発エグゼクティブ（米国） 

平成８年１月 同社ハイテク製造 事業開発デ

ィレクター（米国） 

平成11年１月 同社Ｅソリューションズ セー

ルスチームリーダー及びクライ

アント・セールス・エグゼクテ

ィブ（米国） 

平成12年１月 同社中国担当セールス及び事業

開発ヴァイスプレジデント（香

港） 

平成15年１月 同社アジア及び日本担当戦略営

業ヴァイスプレジデント兼韓国

担当クライアント・セールス・

エグゼクティブ（香港） 

平成16年１月 同社中国担当戦略営業及び事業

開発ヴァイスプレジデント（中

国） 

平成18年１月 同社アジア担当ＣＯＯ及びグロ

ーバル・セールス・ヴァイスプ

レジデント（中国）（現任） 

平成18年６月 当社取締役（現任） 

－ 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

常勤監査役  佐藤 繁雄 昭和22年５月24日生 

昭和52年12月 バローズ株式会社（現 日本ユ

ニシス株式会社）入社 

平成９年３月 東京通信ネットワーク株式会社

出向 

平成13年９月 同社入社法人営業部第11グルー

プマネージャー 

平成15年４月 東京通信ネットワーク株式会社

と株式会社パワードコムが合

併、株式会社パワードコム法人

営業第１部長 

平成16年10月 同社執行役員サービス・流通産

業営業本部長 

平成18年１月 株式会社パワードコムとＫＤＤ

Ｉ株式会社が合併、ＫＤＤＩ株

式会社ネットワークソリューシ

ョン国内営業本部電力営業部副

部長 

平成18年６月 当社常勤監査役（現任） 

－ 

監査役  亀谷 二男 昭和19年４月１日生 

昭和41年４月 三鷹市役所入庁 

昭和50年４月 同市企画部財政課主任 

昭和58年４月 同市企画部企画調整室主査・室

長補佐 

平成２年４月 同市健康福祉部高齢化対策室長 

平成６年４月 同市健康福祉部長 

平成９年４月 同市企画部長 

平成12年４月 同市三鷹市議会事務局長 

平成15年４月 中央大学経済学部客員講師（現

任） 

平成16年４月 東京都市町村職員研修所特別講

師（現任） 

平成17年６月 当社監査役（現任） 

－ 

 



 （注）１. 監査役 佐藤繁雄、亀谷二男、浅田勇一の３名は、会社法第２条第16号に規定する社外監査役であります。

２．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

３．当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と各本部の業務執行

機能を明確に区分し、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。 

 執行役員は、５名で、システム本部長今野隆一、営業副本部長本澤稔、人事総務本部長磯野勝彦、管理本

部長山城隆志、経営企画部長菊池精治で構成されております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

監査役  浅田 勇一 昭和19年４月22日生 

昭和43年４月 トッパン・ムーア株式会社（現

 トッパン・フォームズ株式会

社）入社 

昭和52年５月 トッパン・マルチ・システムズ

株式会社移籍 

平成７年４月 サイノン・ジャパン株式会社代

表取締役社長 

平成９年12月 ビジネスオブジェクト推進協議

会（ＣＢＯＰ）事務局長 

平成10年６月 スターリング・ソフトウェア・

アプリケーション株式会社（現

 コンピュータ・アソシエイツ

株式会社）代表取締役社長 

平成12年７月 株式会社コンポーネント・ベー

ス・ソリューション代表取締役

社長 

平成15年５月 ＮＰＯ法人ＵＭＬモデリング推

進協議会事務局長（現任） 

平成18年６月 当社監査役（現任） 

－ 

計 46 

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

有木 均 昭和23年５月７日生 

昭和48年４月 日本アイ・ビー・エム株式会社

入社 

平成４年８月 スリーコム株式会社入社 取締

役営業本部長 

平成６年８月 エイ・ディー・ネット株式会社

代表取締役社長 

平成15年11月 アイ・ビー・エス株式会社代表

取締役社長（現任） 

－



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 コーポレート・ガバナンスの重要性については、当社といたしましても充分に認識しており、経営の透明性・公正

性・迅速な意思決定の維持・向上に努め、企業の社会的責任を果たしていく所存であります。 

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

① 会社の機関の基本説明 

 当社の機関としては、会社の基本的事業の決定機関である取締役会において経営の基本方針・意思、法令で定

められた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、取締役の職務の執行を監督する機関と位置付けて原

則、毎月開催しております。一方、監査役制度を採用しており、監査役総数３名に対し、社外監査役を２名選任

しております。なお、社外取締役は選任しておりません。又、顧問弁護士とはかねてより顧問契約を締結し、必

要に応じて法務面でのアドバイスを受けております。 

  なお、本年３月まで毎月開催しておりました経営委員会につきまして、４月以降、会議体の効率的運用を図る

ため廃止し取締役会に一本化することを、平成18年４月27日開催の取締役会で決議しました。 

② 内部統制システムの整備の状況 

 各本部には業務執行責任者として執行役員を置き、日常の業務を遂行しております。又、代表取締役が執行役

員を監督することにより、本部内においても内部統制を図っております。 

③ 内部監査及び監査役監査の状況 

 当社の内部監査は、経営目的に照らし、一般業務の活動と制度を公正な立場で評価、指導する機能を持つ内部

監査室による監査を行っております。又、内部監査室は社長直轄の組織として、各本部から独立し的確な内部監

査を行う体制を整えております。 

 監査役については取締役会をはじめ重要会議に積極的に参加するとともに、監査役会を隔月開催し会計監査及

び業務監査に際して、公正な監査を行う体制を整えております。なお、内部監査室は内部監査の結果について、

監査役に報告するとともに、必要に応じて会合を持ち、情報の交換をすることとしております。 

 また、会計監査につきましても同様に、必要に応じて監査法人と意見交換の機会を設けており、連携体制を整

えております。 

④ 会計監査の状況 

 当社は、あずさ監査法人と商法に基づく会計監査人及び証券取引法に基づく会計監査の監査契約を締結してお

り、期末に集中することなく年間を通して適宜監査が実施され、当社からはあらゆる情報・データを提供し迅速

かつ正確な監査が実施し易い環境を整備しております。 

 なお、当期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務の監査補助者の構成は以下のとおりでありま

す。 

 ・業務を執行した公認会計士の氏名及び監査法人名 

 ・監査業務に係る補助者の構成 

  公認会計士 １名  会計士補 ６名 

⑤ 社外取締役及び社外監査役との関係 

 当社では社外監査役を２名選任しており、社外監査役につきましては、当社と人的関係、資本的関係、取引関

係その他の利害関係はありません。なお、当社では社外取締役が現在いないため特別な人的関係、資本的関係、

取引関係その他の利害関係はありません。 

公認会計士の氏名 所属する監査法人名 

指定社員 業務執行社員 大塚敏弘 あずさ監査法人 

指定社員 業務執行社員 前野充次 あずさ監査法人 



(2）リスク管理体制の整備の状況 

 当社のリスク管理体制は、情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）推進等の専門委員会を設け、単

独の部内にとどまらず全社を横断的に管理、指導することにより、リスクの発生を抑制しております。なお、個人

情報の取扱において、社内規定に基づき毎年、個人情報保護の研修を行っております。又、ＩＳＭＳの認証取得も

段階的に進めております。 

(3）役員報酬の内容 

 役員報酬の内容につきましては、次のとおりであります。 

① 社内取締役に対する報酬の内容は、平成３年６月27日開催の定時株主総会決議に基づく報酬の限度額250,000

千円の範囲内で支給しております。なお、不確定額の報酬、非金銭報酬はいずれも支給しておりません。又、

社外取締役に対する報酬は、当社では社外取締役が現在いないため支給しておりません。 

② 監査役に対する報酬の内容は、平成２年６月28日開催の定時株主総会決議に基づく報酬の限度額20,000千円の

範囲内で支給しております。 

(4）監査報酬の内容 

 当社のあずさ監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の

金額は16,000千円であります。 

 上記以外の報酬の内容は、中間連結財務諸表及び連結財務諸表作成に関連する助言業務に係るものであり、報酬

金額は2,172千円であります。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成16

年４月１日から平成17年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表

について、あずさ監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   1,618,497   2,704,414  

２．受取手形及び売掛金   1,825,375   1,303,271  

３．たな卸資産   869,235   1,230,357  

４．未収入金   74,454   73,616  

５．繰延税金資産   246,386   275,741  

６．その他   33,431   50,366  

 貸倒引当金   △1,299   △11,000  

流動資産合計   4,666,081 73.8  5,626,768 78.5 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産 ※１       

(1）建物及び構築物   31,573   27,913  

(2）工具器具及び備品   210,775   78,920  

(3）土地   25,729   25,729  

有形固定資産合計   268,078 4.2  132,562 1.9 

２．無形固定資産        

(1）ソフトウェア   176,135   102,473  

(2）ソフトウェア仮勘定   6,465   3,526  

(3）その他   9,348   9,348  

無形固定資産合計   191,949 3.0  115,347 1.6 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   165,929   202,300  

(2）賃貸不動産   11,754   11,378  

(3）保証金   353,483   350,284  

(4）会員権   87,500   85,100  

(5）繰延税金資産   657,152   722,187  

 貸倒引当金   △77,900   △77,900  

投資その他の資産合計   1,197,920 19.0  1,293,350 18.0 

固定資産合計   1,657,948 26.2  1,541,261 21.5 

資産合計   6,324,030 100.0  7,168,029 100.0 

        

 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金   562,696   872,348  

２．未払金   85,326   119,525  

３．未払費用   149,914   142,357  

４．未払法人税等   35,133   338,817  

５．未払消費税等   63,799   2,170  

６．前受金   355,307   361,350  

７．預り金   42,088   42,464  

８．賞与引当金   282,710   267,484  

流動負債合計   1,576,975 24.9  2,146,518 30.0 

Ⅱ 固定負債        

１．退職給付引当金   840,406   890,601  

２．役員退職慰労引当金   56,839   52,648  

３．その他   －   13,484  

固定負債合計   897,245 14.2  956,734 13.3 

負債合計   2,474,220 39.1  3,103,253 43.3 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２  1,302,591 20.6  1,302,591 18.2 

Ⅱ 資本剰余金   1,883,737 29.8  1,883,737 26.3 

Ⅲ 利益剰余金   651,701 10.3  848,698 11.8 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  13,791 0.2  31,761 0.4 

Ⅴ 自己株式 ※３  △2,012 △0.0  △2,012 △0.0 

資本合計   3,849,809 60.9  4,064,776 56.7 

負債及び資本合計   6,324,030 100.0  7,168,029 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   10,203,215 100.0  10,469,564 100.0 

Ⅱ 売上原価   8,507,729 83.4  8,624,028 82.4 

売上総利益   1,695,485 16.6  1,845,536 17.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  1,191,712 11.7  1,216,231 11.6 

営業利益   503,773 4.9  629,304 6.0 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  182   148   

２．受取配当金  4,640   4,259   

３．受取賃貸料  1,068   89   

４．保険配当金  771   －   

５．債務整理益  －   4,537   

６．受取手数料  3,099   2,905   

７．法人税等還付加算金  4,186   12   

８．その他  159 14,106 0.1 147 12,101 0.1 

Ⅴ 営業外費用        

１．賃貸不動産減価償却費  394   375   

２．賃貸不動産管理維持費  250   254   

３．原状回復費  934   1,695   

４．古紙廃棄損  －   1,290   

５．その他  35 1,615 0.0 6 3,622 0.0 

経常利益   516,264 5.0  637,782 6.1 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益        

１．投資有価証券売却益  11,500 11,500 0.1 94 94 0.0 

Ⅶ 特別損失        

１．退職給付会計変更時差
異償却額 

 64,995   －   

２．固定資産除却損 ※２ 393   1,767   

３．固定資産撤去費  －   3,014   

４．減損損失 ※３ － 65,388 0.6 129,330 134,111 1.3 

税金等調整前当期純利
益 

  462,375 4.5  503,765 4.8 

法人税、住民税及び事
業税 

 11,227   327,301   

法人税等調整額  191,353 202,580 2.0 △106,671 220,630 2.1 

当期純利益   259,795 2.5  283,135 2.7 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,883,737  1,883,737 

Ⅱ 資本剰余金期末残高   1,883,737  1,883,737 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   391,906  651,701 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益  259,795 259,795 283,135 283,135 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  －  78,138  

２．役員賞与  － － 8,000 86,138 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   651,701  848,698 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ 
シュ・フロー 

   

税金等調整前当期純利
益 

 462,375 503,765 

減価償却費  11,721 10,058 

無形固定資産償却額  103,111 107,889 

賞与引当金の増加額
（△減少額） 

 9,070 △15,226 

退職給付引当金の増加
額 

 203,045 50,194 

役員退職慰労引当金の
増加額（△減少額） 

 11,328 △4,190 

貸倒引当金の増加額  101 9,700 

受取利息及び受取配当
金 

 △4,822 △4,408 

固定資産除却損  393 1,767 

減損損失  － 129,330 

投資有価証券売却益  △11,500 △94 

売上債権の減少額  300,285 522,103 

たな卸資産の増加額  △76,363 △361,122 

仕入債務の増加額（△
減少額） 

 △456,989 309,652 

未払金の増加額  3,733 34,199 

前受金の増加額  242,869 6,043 

預り金の増加額  1,161 376 

未払消費税等の増加額
（△減少額） 

 17,807 △61,628 

その他  73,229 △23,163 

役員賞与の支払額  － △8,000 

小計  890,558 1,207,248 

利息及び配当金の受取
額 

 4,822 4,408 

法人税等の支払額  △17,020 △10,626 

法人税等の還付額  156,569 2 

営業活動によるキャッ 
シュ・フロー 

 1,034,930 1,201,032 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ 
シュ・フロー 

   

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △6,212 △6,314 

投資有価証券の売却に
よる収入 

 29,900 290 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △5,366 △5,264 

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △9,754 △31,287 

敷金及び保証金の差し
入れによる支出 

 △1,911 △11,409 

敷金及び保証金の返還
による収入 

 7,536 14,609 

その他  2,400 2,400 

投資活動によるキャッ 
シュ・フロー 

 16,592 △36,977 

Ⅲ 財務活動によるキャッ 
シュ・フロー 

   

配当金の支払額  － △78,138 

財務活動によるキャッ 
シュ・フロー 

 － △78,138 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
加額 

 1,051,522 1,085,917 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 566,974 1,618,497 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※ 1,618,497 2,704,414 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 １社 

主要な連結子会社名 

ジェイ・エス・エンジニアリング㈱ 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

該当事項はありません。 同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しております。 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

イ 有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

同左 

 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 同左 

 ロ たな卸資産 

商品 

ロ たな卸資産 

商品 

  当社及び連結子会社は主として総

平均法による原価法を採用しており

ます。 

同左 

 仕掛品 仕掛品 

  当社及び連結子会社は主として個

別法による原価法を採用しておりま

す。 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産及び賃貸不動産 

 当社及び連結子会社は主として定率

法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物及び構築物  ３～22年 

工具器具及び備品 ４～15年 

賃貸不動産      47年 

イ 有形固定資産及び賃貸不動産 

同左 

 ロ 無形固定資産 

 当社及び連結子会社は定額法を採用

しております。 

 なお、ソフトウェアの減価償却の方

法は次のとおりです。 

 市場販売目的のソフトウェアについ

ては、見込販売収益に基づく償却額と

残存有効期間（３年以内）に基づく均

等配分額とを比較し、いずれか大きい

額を償却する方法を採用しておりま

す。 

 自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっておりま

す。 

ロ 無形固定資産 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 売掛金等債権の貸倒れによる損失に

備えるため、当社及び連結子会社は一

般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

イ 貸倒引当金 

同左 

 ロ 賞与引当金 

 当社及び連結子会社は従業員賞与の

支給に充てるため、支給見込額の当期

負担額を計上しております。 

ロ 賞与引当金 

同左 

 ハ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 なお、会計基準変更時差異（324,976

千円）については、５年による均等額

を費用処理しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により費用を

減額処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

ハ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により費用を

減額処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

 ニ 役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支給に充

てるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

 連結子会社については、計上してお

りません。 

ニ 役員退職慰労引当金 

同左 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 当社及び連結子会社は、リース物件の

所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。 

同左 

(5）その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項 

消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

消費税等の処理方法 

同左 

 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

追加情報 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

同左 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計

基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これにより税金等調整前当

期純利益は129,330千円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除してお

ります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制

度が導入されたことに伴い、当連結会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法

人事業税の付加価値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が25百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

が25百万円減少しております。 

―――――― 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は135,938千円であ

ります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は140,348千円であ

ります。 

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式26,051,832株

であります。 

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式26,051,832株

であります。 

※３ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式5,742株

であります。 

※３ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式5,742株

であります。 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

販売促進費 65,805千円 

役員報酬 69,997千円 

役員退職慰労引当金繰入額 11,328千円 

給料手当・賞与 532,961千円 

賞与引当金繰入額 45,262千円 

退職給付費用 33,122千円 

福利厚生費 69,657千円 

地代家賃 99,323千円 

貸倒引当金繰入額 101千円 

販売促進費 71,579千円 

役員報酬 80,641千円 

役員退職慰労引当金繰入額 10,031千円 

給料手当・賞与 524,581千円 

賞与引当金繰入額 40,892千円 

退職給付費用 34,751千円 

福利厚生費 69,613千円 

地代家賃 81,252千円 

貸倒引当金繰入額 9,700千円 

※２ 「固定資産除却損」の内訳は次のとおりでありま

す。 

※２ 「固定資産除却損」の内訳は次のとおりでありま

す。 

工具器具及び備品 393千円 建物 1,675千円 

工具器具及び備品 91千円 

※３        ―――――― ※３ 減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。 

当社グループは、事業用資産を継続的に収支の把

握を行っている管理会計上の単位である事業部別に

グルーピングしております。 

また、売却予定資産については、個別物件をグル

ーピングの最小単位として減損損失の兆候を判定し

ております。 

この結果、当連結会計年度においては、評価額が

下落している上記売却予定資産（絵画）について、

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（129,330千円）として特別損失に計上して

おります。 

その内訳は、工具器具及び備品129,330千円であり

ます。  

なお、売却予定資産についての回収可能価額は、

正味売却可能価額により測定しており、売買仲介業

者等の評価額に基づき算定しております。 

場所 用途 種類 

 本社  売却予定資産  工具器具及び備品 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 1,618,497千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － 

現金及び現金同等物 1,618,497千円 

現金及び預金勘定 2,704,414千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － 

現金及び現金同等物 2,704,414千円 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

25,194 13,193 12,001 

合計 25,194 13,193 12,001 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

19,543 10,318 9,224 

合計 19,543 10,318 9,224 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 5,210千円 

１年超 6,927千円 

合計 12,137千円 

１年内 4,677千円 

１年超 4,686千円 

合計 9,363千円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 7,934千円 

減価償却費相当額 7,680千円 

支払利息相当額 220千円 

支払リース料 4,790千円 

減価償却費相当額 4,638千円 

支払利息相当額 183千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については利

息法によっております。 

同左 

  （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

 前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自平成17年４月１日 至

平成18年３月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

 種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円） 
取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

株式 55,061 78,279 23,217 61,180 114,650 53,470 

小計 55,061 78,279 23,217 61,180 114,650 53,470 

合計 55,061 78,279 23,217 61,180 114,650 53,470 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるものの減損にあたりま

しては、連結会計年度末における時価が取得原価に比

べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30

～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回

復可能性等を考慮して必要と認められた額について減

損処理を行っております。 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

売却額（千円） 
売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 

売却額（千円） 
売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 

29,900 11,500 － 290 94 － 

 
前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 87,650 87,650 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社は、退職一時金制度と規約型確定給付企業年金制度を併用しております。 

２．退職給付債務及びその内訳 

 （注）１．当社及び連結子会社は、平成17年７月より退職金規程を改定すると共にキャッシュ・バランスプランを導入

したことに伴い、未認識過去勤務債務が248,065千円発生しております。 

２．連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用の内訳 

 （注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は勤務費用に計上しております。 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

① 退職給付債務（千円） △1,482,467 △1,260,286 

② 年金資産（千円） 377,745 482,505 

③ 未積立退職給付債務（千円）①＋② △1,104,722 △777,780 

④ 会計基準変更時差異の未処理額（千円） － － 

⑤ 未認識数理計算上の差異（千円） 329,742 144,767 

⑥ 
未認識過去勤務債務（債務の減額） 

（千円） 
△65,426 △257,588 

⑦ 
連結貸借対照表計上額純額（千円） 

③＋④＋⑤＋⑥ 
△840,406 △890,601 

⑧ 前払年金費用（千円） － － 

⑨ 退職給付引当金（千円）⑦－⑧ △840,406 △890,601 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

  
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

 

① 勤務費用（千円）  101,366   86,027  

② 利息費用（千円）  26,993   29,635  

③ 期待運用収益（減算）（千円）  △3,351   △3,777  

④ 会計基準変更時差異の費用処理額 

（千円） 
 64,995   －  

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 

（千円） 
 109,766   118,340  

⑥ 過去勤務債務の費用処理額（千円）  △18,693   △55,903  

⑦ その他（臨時に支払った割増退職金等） 

（千円） 
 －   24,643  

⑧ 退職給付費用（千円） 

①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦ 
 281,077   198,965  



４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

① 割引率（％） 2.00 2.00 

② 期待運用収益率（％） 1.00 1.00 

③ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

④ 過去勤務債務の額の処理年数（年） ５ ５ 

 （発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数による

定額法により費用を減額処理し

ております。） 

同左 

⑤ 会計基準変更時差異の処理年数（年） ５ － 

⑥ 数理計算上の差異の処理年数（年） ５  ５ 

 （各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。） 

同左 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：千円） （単位：千円） 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 当連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

繰延税金資産  

繰越欠損金 10,520

固定資産評価損否認 232,057

有価証券評価損否認 24,685

賞与引当金損金算入限度超過額 114,780

会員権評価損否認 42,116

未払事業税否認 10,334

退職給付引当金超過額 333,552

その他 144,917

繰延税金資産小計 912,965

評価性引当額 －

繰延税金資産合計 912,965

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △9,426

繰延税金負債合計 △9,426

繰延税金資産の純額 903,539

繰延税金資産  

固定資産評価損否認 283,746

有価証券評価損否認 23,865

賞与引当金損金算入限度超過額 108,598

会員権評価損否認 42,116

未払事業税否認 27,019

退職給付引当金超過額 361,584

その他 172,706

繰延税金資産小計 1,019,637

評価性引当額 －

繰延税金資産合計 1,019,637

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △21,708

繰延税金負債合計 △21,708

繰延税金資産の純額 997,928

 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 

 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 

（単位：千円） （単位：千円） 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 当連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

流動資産―繰延税金資産 246,386

固定資産―繰延税金資産 657,152

流動資産―繰延税金資産 275,741

固定資産―繰延税金資産 722,187

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

（単位：％） （単位：％） 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 当連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

法定実効税率 40.6

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.1

住民税均等割 2.2

その他 △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.8

法定実効税率 40.6

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.3

住民税均等割 2.0

その他 △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.8



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自平成17年４月１日 至

平成18年３月31日） 

 当連結グループはソフトウェア開発及びこれに関連するコンピュータ機器等の販売の情報サービス事業を展開

しており、単一事業のため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自平成17年４月１日 至

平成18年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自平成17年４月１日 至

平成18年３月31日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

【関連当事者との取引】 

 前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自平成17年４月１日 至

平成18年３月31日） 

 重要な取引がないため記載を省略しております。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 147円50銭 

１株当たり当期純利益 9円67銭 

１株当たり純資産額 155円52銭 

１株当たり当期純利益 10円33銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純利益（千円） 259,795 283,135 

普通株主に帰属しない金額（千円） 8,000 14,000 

（うち利益処分による役員賞与金） (8,000) (14,000) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 251,795 269,135 

期中平均株式数（千株） 26,046 26,046 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。  該当事項はありません。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   1,579,806   2,664,588  

２．売掛金   1,808,428   1,287,939  

３．商品   77,795   57,174  

４．仕掛品   792,666   944,637  

５．前渡金   32   －  

６．前払費用   30,420   35,354  

７．繰延税金資産   244,100   273,856  

８．未収入金   74,454   73,616  

９．その他   9,068   6,172  

   貸倒引当金   △1,300   △11,000  

流動資産合計   4,615,473 73.2  5,332,339 77.3 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産 ※１       

１．建物   31,573   27,913  

２．工具器具及び備品   210,872   79,078  

３．土地   25,729   25,729  

（有形固定資産合計）   268,174 4.3  132,721 1.9 

(2）無形固定資産        

１．電話加入権   9,348   9,348  

２．ソフトウェア   176,135   102,146  

３．ソフトウェア仮勘定   6,465   3,526  

（無形固定資産合計）   191,949 3.0  115,020 1.7 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   165,929   202,300  

２．関係会社株式   30,000   30,000  

３．保証金   353,483   350,284  

４．会員権   87,500   85,100  

５．賃貸不動産 ※２  11,754   11,378  

６．繰延税金資産   656,875   721,453  

   貸倒引当金   △77,900   △77,900  

（投資その他の資産合計）   1,227,643 19.5  1,322,616 19.1 

固定資産合計   1,687,767 26.8  1,570,358 22.7 

資産合計   6,303,241 100.0  6,902,698 100.0 

        

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金   550,908   624,018  

２．未払金   92,128   119,596  

３．未払費用   146,445   141,360  

４．未払法人税等   35,043   337,486  

５．未払消費税等   62,578   2,170  

６．前受金   355,243   361,287  

７．預り金   41,287   41,711  

８．賞与引当金   278,942   264,939  

流動負債合計   1,562,579 24.8  1,892,570 27.5 

Ⅱ 固定負債        

１．退職給付引当金   839,724   888,792  

２．役員退職慰労引当金   56,839   52,648  

３．その他   －   13,484  

固定負債合計   896,563 14.2  954,925 13.8 

負債合計   2,459,142 39.0  2,847,496 41.3 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※３  1,302,591 20.7  1,302,591 18.9 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金   1,883,737   1,883,737  

資本剰余金合計   1,883,737 29.9  1,883,737 27.3 

Ⅲ 利益剰余金        

１．当期未処分利益   645,991   839,123  

利益剰余金合計   645,991 10.2  839,123 12.1 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   13,791 0.2  31,761 0.4 

Ⅴ 自己株式 ※４  △2,012 △0.0  △2,012 △0.0 

資本合計   3,844,098 61.0  4,055,201 58.7 

負債及び資本合計   6,303,241 100.0  6,902,698 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．ソフトウェア開発収入  8,095,554   7,929,348   

２．商品売上高  1,957,108 10,052,662 100.0 2,397,895 10,327,243 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．ソフトウェア売上原価  6,605,962   6,344,953   

２．商品売上原価  1,765,815 8,371,778 83.3 2,150,756 8,495,710 82.3 

売上総利益   1,680,884 16.7  1,831,533 17.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．販売促進費  79,804   82,740   

２．貸倒引当金繰入額  100   9,700   

３．役員報酬  69,997   79,139   

４．役員退職慰労引当金繰
入額 

 11,328   10,031   

５．給料手当・賞与  536,218   513,847   

６．賞与引当金繰入額  43,774   40,052   

７．退職給付費用  33,122   34,751   

８．福利厚生費  67,838   68,283   

９．交際費  11,883   15,146   

10．旅費交通費  41,977   42,076   

11．通信費  8,997   8,688   

12．教育訓練費  26,523   14,460   

13．採用費  5,642   7,825   

14．租税公課  39,963   39,888   

15．減価償却費  2,748   2,539   

16．地代家賃  97,168   79,097   

17．事務費  8,980   10,139   

18．支払手数料  42,497   84,104   

19．その他  53,700 1,182,267 11.7 65,554 1,208,067 11.7 

営業利益   498,617 5.0  623,466 6.0 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  175   123   

２．受取配当金  4,640   4,259   

３．債務整理益  －   4,537   

４．受取賃貸料  1,068   89   

５．受取手数料  3,099   2,905   

６．保険配当金  771   －   

７．法人税等還付加算金  4,186   2   

８．雑収入  158 14,099 0.1 147 12,065 0.1 

Ⅴ 営業外費用        

１．賃貸不動産減価償却費  394   375   

２．賃貸不動産管理維持費  250   254   

３．原状回復費  934   1,695   

４．古紙廃棄損  －   1,290   

５．雑損失  35   －   

６．その他  － 1,615 0.0 6 3,622 0.0 

経常利益   511,100 5.1  631,909 6.1 

Ⅵ 特別利益        

１．投資有価証券売却益  11,500 11,500 0.1 94 94 0.0 

Ⅶ 特別損失        

１．退職給付会計変更時差
異償却額 

 64,995   －   

２．固定資産除却損 ※１ 393   1,767   

３．固定資産撤去費  －   3,014   

４．減損損失 ※２ － 65,388 0.6 129,330 134,111 1.3 

税引前当期純利益   457,212 4.6  497,891 4.8 

法人税、住民税及び事
業税 

 9,758   325,237   

法人税等調整額  191,101 200,859 2.0 △106,616 218,621 2.1 

当期純利益   256,352 2.6  279,270 2.7 

前期繰越利益   389,638   559,852  

当期未処分利益   645,991   839,123  

        



ソフトウェア売上原価明細書及び商品売上原価明細書 

１．ソフトウェア売上原価明細書 

２．商品売上原価明細書 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

１．労務費 ※２ 3,721,142 55.2 3,588,876 54.4 

２．外注費  2,493,143 37.0 2,501,888 37.9 

３．経費 ※３ 527,412 7.8 509,661 7.7 

当期総製造費用  6,741,698 100.0 6,600,426 100.0 

期首仕掛品たな卸高  748,260  792,666  

合計  7,489,959  7,393,093  

期末仕掛品たな卸高  792,666  944,637  

他勘定振替払出高 ※４ 91,329  103,502  

当期ソフトウェア売上
原価 

 6,605,962  6,344,953  

      

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

１．期首商品たな卸高  43,857 2.4 77,795 3.5 

２．当期商品仕入高  1,799,753 97.6 2,130,135 96.5 

合計  1,843,611 100.0 2,207,930 100.0 

３．期末商品たな卸高  77,795  57,174  

当期商品売上原価  1,765,815  2,150,756  

      



 （脚注） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 １ 原価計算の方法  １ 原価計算の方法 

 個別原価計算を実施しております。 同左 

※２ 労務費には次の費目が含まれております。 ※２ 労務費には次の費目が含まれております。 

賞与引当金繰入額 235,167千円 賞与引当金繰入額 224,886千円 

退職給付費用 182,959千円 退職給付費用 163,086千円 

※３ 経費のうち主なものは次のとおりであります。 ※３ 経費のうち主なものは次のとおりであります。 

地代家賃 142,413千円 地代家賃 142,201千円 

旅費交通費 117,022千円 旅費交通費 87,727千円 

減価償却費 8,497千円 減価償却費 7,098千円 

機器賃借料 36,024千円 機器賃借料 28,952千円 

※４ 他勘定振替払出高の内訳は次のとおりでありま
す。 

※４ 他勘定振替払出高の内訳は次のとおりでありま
す。 

販売促進費 59,021千円

教育訓練費 22,061千円

事務合理化費 345千円

採用費 147千円

ソフトウェア 3,288千円

ソフトウェア仮勘定 6,465千円

計  91,329千円

販売促進費 67,528千円

教育訓練費 10,668千円

事務合理化費 374千円

採用費 95千円

ソフトウェア 21,308千円

ソフトウェア仮勘定 3,526千円

計  103,502千円



③【利益処分計算書】 

   
前事業年度 
株主総会承認日 

（平成17年６月29日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年６月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益    645,991   839,123 

Ⅱ 利益処分額          

１．配当金  78,138   104,184   

２．役員賞与金 
（うち監査役分） 

 
8,000 
(1,200) 

86,138 
  

14,000 
(2,000) 

118,184 
  

Ⅲ 次期繰越利益    559,852   720,939 

     



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）子会社株式 

同左 

 (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品 

 総平均法による原価法を採用してお

ります。 

(1）商品 

同左 

 (2）仕掛品 

 個別法による原価法を採用しており

ます。 

(2）仕掛品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産及び賃貸不動産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物        ３～22年 

工具器具及び備品  ４～15年 

賃貸不動産       47年 

(1）有形固定資産及び賃貸不動産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 市場販売目的のソフトウェアについ

ては、見込販売収益に基づく償却額と

残存有効期間（３年以内）に基づく均

等配分額とを比較し、いずれか大きい

額を償却する方法を採用しておりま

す。 

 自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売掛金等債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員賞与の支給に充てるため、支

給見込額のうち当期期間対応額を計上

しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 なお、会計基準変更時差異（324,976

千円）については、５年による均等額

を費用処理しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により費用を

減額処理しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理すること

としております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により費用を

減額処理しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理すること

としております。 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支給に充

てるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

消費税等の処理方法 

同左 



会計処理方法の変更 

追加情報 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより税引前当期純利益は

129,330千円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき各資産の金額から直接控除しており

ます。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制

度が導入されたことに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（平成16年２月13日企業

会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事

業税の付加価値割及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が25百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が25百

万円減少しております。 

―――――― 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の取得価額から控除した減価償却累

計額 

※１ 有形固定資産の取得価額から控除した減価償却累

計額 

建物 94,693千円 

工具器具及び備品 41,141千円 

計 135,835千円 

建物 96,243千円 

工具器具及び備品 43,957千円 

計 140,200千円 

※２ 賃貸不動産の取得価額から控除した減価償却累計

額 

※２ 賃貸不動産の取得価額から控除した減価償却累計

額 

建物 10,841千円 建物 11,217千円 

※３ 授権株式数  普通株式 98,000,000株 

 発行済株式数 普通株式 26,051,832株 

※３ 授権株式数  普通株式 98,000,000株 

 発行済株式数 普通株式 26,051,832株 

※４ 自己株式 ※４ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式5,742株

であります。 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式5,742株

であります。 

 ５ 配当制限  ５ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は13,791千円

であります。 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は31,761千円

であります。 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 「固定資産除却損」の内訳は次のとおりでありま

す。 

※１ 「固定資産除却損」の内訳は次のとおりでありま

す。 

工具器具及び備品 393千円 建物 1,675千円 

工具器具及び備品 91千円 

※２        ―――――― ※２ 減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。 

当社は、事業用資産を継続的に収支の把握を行っ

ている管理会計上の単位である事業部別にグルーピ

ングしております。 

また、売却予定資産については、個別物件をグル

ーピングの最小単位として減損損失の兆候を判定し

ております。 

この結果、当事業年度においては、評価額が下落

している上記売却予定資産（絵画）について、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失（129,330千円）として特別損失に計上しており

ます。 

その内訳は、工具器具及び備品129,330千円であり

ます。  

なお、売却予定資産についての回収可能価額は、

正味売却可能価額により測定しており、売買仲介業

者等の評価額に基づき算定しております。 

場所 用途 種類 

 本社  売却予定資産  工具器具及び備品 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年

３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

25,194 13,193 12,001 

合計 25,194 13,193 12,001 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

19,543 10,318 9,224 

合計 19,543 10,318 9,224 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 5,210千円 

１年超 6,927千円 

合計 12,137千円 

１年内 4,677千円 

１年超 4,686千円 

合計 9,363千円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 7,934千円 

減価償却費相当額 7,680千円 

支払利息相当額 220千円 

支払リース料 4,790千円 

減価償却費相当額 4,638千円 

支払利息相当額 183千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については利

息法によっております。 

同左 

  （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：千円） （単位：千円） 

前事業年度（平成17年３月31日現在） 当事業年度（平成18年３月31日現在） 

繰延税金資産  

繰越欠損金 10,520

固定資産評価損否認 232,057

有価証券評価損否認 24,685

賞与引当金損金算入限度超過額 113,250

会員権評価損否認 42,116

未払事業税否認 10,248

退職給付引当金超過額 333,275

その他 144,246

繰延税金資産小計 910,402

評価性引当額 －

繰延税金資産合計 910,402

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △9,426

繰延税金負債合計 △9,426

繰延税金資産の純額 900,975

繰延税金資産  

固定資産評価損否認 283,746

有価証券評価損否認 23,865

賞与引当金損金算入限度超過額 107,565

会員権評価損否認 42,116

未払事業税否認 26,880

退職給付引当金超過額 360,849

その他 171,994

繰延税金資産小計 1,017,018

評価性引当額 －

繰延税金資産合計 1,017,018

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △21,708

繰延税金負債合計 △21,708

繰延税金資産の純額 995,309

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

（単位：％） （単位：％） 

前事業年度（平成17年３月31日現在） 当事業年度（平成18年３月31日現在） 

法定実効税率 40.6

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.1

住民税均等割 2.1

その他 0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.9

法定実効税率 40.6

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2

住民税均等割 2.0

その他 0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.9



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 147円28銭 

１株当たり当期純利益 9円54銭 

１株当たり純資産額 155円16銭 

１株当たり当期純利益 10円18銭 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純利益（千円） 256,352 279,270 

普通株主に帰属しない金額（千円） 8,000 14,000 

（うち利益処分による役員賞与金） (8,000) (14,000) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 248,352 265,270 

期中平均株式数（千株） 26,046 26,046 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。  該当事項はありません。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【有形固定資産等明細表】 

 （注） 工具器具及び備品の「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

㈱エヌ・ジェー・ケー 8,000 3,952 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ 50 28,300 

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 125 21,750 

ＦＳＡ富士通持株会 59,076 58,662 

富士通㈱ 2,000 1,986 

ジャパンネットワークシステム㈱ 800 80,000 

財形住宅金融㈱ 2 400 

トータルシステム㈱ 60 3,000 

㈱エヌ・ケイ情報エンジニアリング 80 4,000 

㈱ＷＩＮＧ 2 250 

計 70,195 202,300 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産        

建物 126,267 3,101 5,211 124,157 96,243 5,085 27,913 

工具器具及び備品 252,013 2,180 
131,158 

(129,330) 
123,036 43,957 4,552 79,078 

土地 25,729 － － 25,729 － － 25,729 

有形固定資産計 404,010 5,281 
136,369 

(129,330) 
272,922 140,200 9,637 132,721 

無形固定資産        

電話加入権 9,348 － － 9,348 － － 9,348 

ソフトウェア 335,264 33,877 － 369,141 266,994 107,866 102,146 

ソフトウェア仮勘定 6,465 27,085 30,024 3,526 － － 3,526 

無形固定資産計 351,077 60,962 30,024 382,015 266,994 107,866 115,020 

長期前払費用 － － － － － － － 

繰延資産 － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 



【資本金等明細表】 

 （注） 当期末における自己株式数は、5,742株であります。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額1,300千円であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 1,302,591 － － 1,302,591 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注） （株） (26,051,832) (－) (－) (26,051,832) 

普通株式 （千円） 1,302,591 － － 1,302,591 

計 （株） (26,051,832) (－) (－) (26,051,832) 

計 （千円） 1,302,591 － － 1,302,591 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 （千円） 1,883,737 － － 1,883,737 

計 （千円） 1,883,737 － － 1,883,737 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） － － － － 

（任意積立金） （千円） － － － － 

計 （千円） － － － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 79,200 11,000 － 1,300 88,900 

賞与引当金 278,942 264,939 278,942 － 264,939 

役員退職慰労引当金 56,839 10,031 14,221 － 52,648 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１）現金及び預金 

２）売掛金 

イ）相手先別内訳 

ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜き方式を採用しておりますが、上記の当期発生高には消費税等が含まれておりま

す。 

区分 金額（千円） 

現金 824 

預金の種類  

当座預金 1,712,918 

普通預金 948,091 

その他の預金 2,754 

小計 2,663,764 

合計 2,664,588 

得意先 金額（千円） 

富士通㈱ 197,389 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ 161,012 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ関西 72,189 

ヒロセ電機㈱ 62,107 

東松山市役所 47,792 

その他 747,448 

合計 1,287,939 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

1,808,428 10,843,560 11,364,049 1,287,939 89.8 52.1 



３）商品 

４）仕掛品 

５）保証金 

６）繰延税金資産 

 ２．財務諸表等(1）財務諸表  注記事項（税効果会計関係）に記載のとおりであります。 

品名 金額（千円） 

コンピュータ機器等 57,174 

合計 57,174 

品名 金額（千円） 

ソフトウェア開発  

アプリケーションソフトウェア 645,798 

パッケージソフトウェア 298,838 

合計 944,637 

支払先名 金額（千円） 

㈱東急レクリエーション（事務所賃借敷金、保証金） 192,934 

富士通㈱（営業取引保証金） 84,725 

㈱イシマ（事務所賃借敷金、保証金） 38,507 

清和綜合建物㈱（事務所賃借敷金、保証金） 8,415 

事務機ビル㈱（事務所賃借敷金、保証金） 5,760 

その他 19,940 

合計 350,284 



② 負債の部 

１）買掛金 

２）前受金 

３）退職給付引当金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

仕入先 金額（千円） 

㈱アイコテクノロジー 46,156 

㈱エムケイワイ 38,184 

ジェイ・エス・エンジニアリング㈱ 33,148 

ダイワボウ情報システム㈱ 32,325 

富士通㈱ 27,104 

その他 447,099 

合計 624,018 

区分 金額（千円） 

ふじみ野市役所 97,455 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ 87,838 

エヌ・ティ・ティ・リース㈱ 52,336 

東銀リース㈱ 45,553 

日本電子計算機㈱ 17,015 

その他 61,088 

合計 361,287 

区分 金額（千円） 

退職給付債務 1,258,477 

年金資産 △482,505 

未認識数理計算上の差異 △144,767 

未認識過去勤務債務の処理額 257,588 

合計 888,792 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注） 平成18年６月29日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとなりまし

た。 

「当会社の公告は、電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他のやむを得ない

事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載する方法により行う。」 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 1,000株券 10,000株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

  当社の親会社等であるエレクトロニック・データ・システムズ・コーポレーションは、継続開示会社であり、ニュ

ーヨーク証券取引所に上場しております。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第36期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月30日関東財務局長に提出。 

(2）半期報告書 

 （第37期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月21日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月29日

ジャパンシステム株式会社   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 中村 嘉彦  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 大塚 敏弘  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジャパ

ンシステム株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジャ

パンシステム株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月29日

ジャパンシステム株式会社   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 大塚 敏弘  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 前野 充次  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジャパン

システム株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。こ

の連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジャ

パンシステム株式会社及び連結子会社の平成18年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月29日

ジャパンシステム株式会社   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 中村 嘉彦  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 大塚 敏弘  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジャパ

ンシステム株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第36期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジャパン

システム株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月29日

ジャパンシステム株式会社   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 大塚 敏弘  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 前野 充次  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジャパン

システム株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第37期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジャパン

システム株式会社の平成18年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当

該会計基準により財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。 
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